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○外国人雇用状況届出※１によると外国人労働者数は増加傾向にあり、平成29年10月末時点の届出状況では、
1,278,670人となっている。※１労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律（昭和41年
法律第132号）第28条に基づく制度。届出の対象は、雇用される外国人労働者（特別永住者、在留資格「公用」・「外交」の者を除く。）。

○労働災害等により労働者が死亡又は休業した場合、事業者は、労働者死傷病報告（様式第23号）※２を所轄の労
働基準監督署長に提出する義務があるが、従前の本様式には、国籍や在留資格等の記入欄が設けられていなかっ
た。※３。

外国人労働者の状況

(年)
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休業４日以上の死傷者数※（単位：人）

外国人労働者の労働災害発生状況の推移外国人労働者の労働災害発生状況の推移

(年)

686,246 682,450 717,504 787,627
907,896

1,083,769
1,278,670
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各年10月末時点の人数（単位：人）

外国人雇用状況届出による外国人労働者数の推移外国人雇用状況届出による外国人労働者数の推移

※労働者死傷病報告において外国人であることが確認できた場合のみ集計

取組
○労働災害防止のための施策を推進するため、被災者が外国人である場合※４に国籍・地域及び在留資格について新しい

様式を用いて、事業者から所轄の労働基準監督署長に報告させ外国人労働者に係る労働災害を詳細に把握する。
※４ 特別永住者、在留資格「公用」・「外交」の者を除く。

○様式第23号により報告された情報から外国人労働者の労働災害の傾向等を分析し、安全衛生教育に役立つ外国語教材を
充実させる等、外国人労働者が理解できる方法による安全衛生教育を実施する事業者の取組みを支援。

※２ 労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）第100条第１項及び労働安全衛生規則（昭和47年労働省令第32号）第97条に基づく報告様式
※３ 外国人労働者の労働災害発生状況は氏名等から外国人労働者であることが確認できた場合のみ集計。

現状
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労働者死傷病報告（様式第23号）の改正について

国籍・地域 在留資格

：平成31年１月８日施 行 日

※ 外国人雇用状況届出制度の対象外となっている
特別永住者、在留資格「公用」・「外交」の者
については、記入不要。
ハローワークに提出している外国人雇用状況
届出と同じ内容を記入すること。
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